
　３　財政計画

　１　基礎となる数値と考え方

○　基本的に各市町の平成１５年度一般会計の決算額を使用し、過去の決算額の推移を
基に歳入、歳出を見込むこととします。
○　新市の人口推計を基に、税収などを見込むこととします。

　２　積算の方法（条件設定）

　（１）歳　入
①　市税　将来の生産年齢人口（１５～６４歳人口）の増減や実績の増減率により推計します。
②　地方譲与税・交付金　将来人口の増減や実績の増減率により推計します。
③　地方交付税　普通交付税は、平成１６年度の実績値が継続するものと仮定します。
合併補正（５ヵ年で３０億円）を加算するとともに、合併特例債償還金相当額の７０％
を見込みます。特別交付税は、平成１１年度から１５年度までの数値のうち、最も少な
い額で継続するものとして推計します。また、特別交付税措置（３ヵ年で５．６億円）
を見込みます。
④　国・県支出金　扶助費に対する支出金は、扶助費推計値に連動させて推計します。
投資的経費に対する支出金については、歳出の投資的経費に見合った額とします。
⑤　市債　投資的経費の財源として見込みます。また、合併特例債を計上します。
⑥　その他　繰入金、繰越金のほか、現在、津久井郡広域行政組合が行っている事業
に関わる歳入や中核市移行等に伴う歳入、事務事業の一元化に伴う財政への影響額
を見込みます。

　（２）歳　出
①　人件費　首長などの特別職は、平成１５年度実績値で推計します。議員報酬は１５年
度実績値を用い、合併特例法の定数特例を適用するものとして推計します。一般職
については、２町の区域が中核市の区域となることなどによる事務の増加に伴い職
員の増加が予想されますが、合併によるスケールメリットにより、総務・企画部門
等の職員数を減少させることとして推計します。
②　扶助費　全国の増加率により推計します。
③　公債費　地方債の償還計画を基に推計します。また、合併特例債の償還を見込みます。
④　物件費　微増で推移すると見込みます。
⑤　補助費等　実績の増減率により推計します。
⑥　投資的経費　新市建設計画に位置づけられた主要事業、及びその他必要な普通建
設事業について見込みます。
⑦　その他　維持補修費や積立金のほか、現在、津久井郡広域行政組合が行っている事
業に関わる歳出や、中核市移行等に伴う歳出、事務事業の一元化に伴う財政への影
響額を見込みます。また、合併市町村振興基金の造成のための積立てを見込みます。

Ⅷ　財政計画
（単位：百万円）

歳入合計その他市　債国・県
支出金

地方
交付税

地方譲与税
　・交付金市　税歳　入

１９１，８１３１６，０５６２７，４４３２９，４０３３，４８３１４，７０７１００，７２１平成１８年度
１８７，０７４１５，５９９１６，９０４２８，８４６９，８３９１０，６６７１０５，２１９平成１９年度
１８４，８７１１６，３３０１５，４７６２７，４５４１０，１０５１０，６９４１０４，８１２平成２０年度
１８４，２５３１７，１９３１４，２３４２７，４４４１０，２９７１０，７１９１０４，３６６平成２１年度
１７７，８４０１７，２３８９，９５８２５，２３９１０，６７７１０，７４４１０３，９８４平成２２年度
１７９，９８８１７，４５９１１，７８２２５，９３２１０，２００１０，７６９１０３，８４６平成２３年度
１７８，９２２１８，６４８９，４３６２６，１０３１０，３８７１０，７９３１０３，５５５平成２４年度
１８５，６５６１７，７９３１４，７９３２８，６０２１０，６１５１０，８１７１０３，０３６平成２５年度
１８４，６４９１７，９５９１３，９４３２８，４２６１０，９４８１０，８４０１０２，５３３平成２６年度
１８０，５４４１６，６４９１１，５２１２８，２５５１１，２３８１０，８６１１０２，０２０平成２７年度

（単位：百万円）

歳出合計その他投資的経費補助費等物件費公債費扶助費人件費歳　出

１９１，８１３３５，０６９３７，９９４８，４２９２４，０９３１８，１３９２８，５３３３９，５５６平成１８年度
１８７，０７４３２，２７２３６，１８９８，２６４２４，１１７１７，１５５２９，７５５３９，３２２平成１９年度
１８４，８７１３４，１６０３１，２２２８，１０２２４，１４１１６，９４１３０，９３８３９，３６７平成２０年度
１８４，２５３３３，４６６２９，０７４７，９４４２４，１６５１７，７９５３２，０７４３９，７３５平成２１年度
１７７，８４０３２，８７６２１，３４４７，７８８２４，１９０１８，６１０３３，１５３３９，８７９平成２２年度
１７９，９８８３０，４９３２４，８８１７，６３６２４，２１４１９，２１１３４，１６７３９，３８６平成２３年度
１７８，９２２３０，４７０２２，５５０７，４８７２４，２３８１９，６０９３５，１０８３９，４６０平成２４年度
１８５，６５６３０，４７２２８，６８４７，３４１２４，２６２１９，５３７３５，９６７３９，３９３平成２５年度
１８４，６４９３０，４７２２６，６３３７，１９８２４，２８７１９，４２５３６，７３７３９，８９７平成２６年度
１８０，５４４３０，４７２２２，６６５７，０５８２４，３１１１８，６２７３７，４１１４０，０００平成２７年度
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第２回
　日時：２月２１日（月）　午前９時３０分から
　会場：けやき会館５階　大樹の間（相模原市）
　傍聴：１００人（希望者多数の場合は抽選となります。午前９時までに同会館

４階研修室にお集まりください。）
　議事内容：
＜協議事項＞
第1回合併協議会での未合意事項
新市まちづくり計画について

お問い合わせ先
　相模原市・津久井町・相模湖町合併協議会
〒２２９－００３６　相模原市富士見６－６－２３
　　　　　　 けやき会館３階
　 1０４２－７６９－８２０６　6０４２－７６８－４０６６
E-mail
　kouiki-7@city.sagamihara.kanagawa.jp
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【用語解説】
ＩＴ　Information Technology の略。情報技術のこと。
インキュベーション　新規に事業をする支援をすること。
合併特例債　新市が新市建設計画に基づいて行う地域間の交
流や連携を円滑にするための事業や、地域振興のための基
金の積み立てに要する経費について、合併年度およびこれ
に続く１０年度に限り財源とすることができる地方債のこ
と。事業費の９５％に充当することができ、元利償還金の
７０％が交付税措置されます。

都市内分権　身近な地域ごとに一定の予算や権限を配分し、
地域固有の課題への対応やまちづくりなどに市民が主体的
に関わることができる仕組み。

市町村の合併の特例に関する法律　市町村合併にあたっ
ての障害を取り除くための様々な特例措置や、合併を推進
するための財政支援措置を設けた法律「市町村合併の特例
に関する法律」（合併特例法）です。地方交付税の額の算
定にあたっての特例（合併算定替）や、合併特例債の制度
などが定められています。平成１７年３月３１日までに関係市
長で議決したうえで県知事に合併の申請を行い、平成１８年
３月３１日までに合併した場合、この法律が適用されること
になります。

コーホート要因法　ある基準年の男女別・年齢別の人口をも
とに、女子の年齢別出産率、男女別・年齢別生存率、男女
別・年齢別社会移動率等を考慮して男女別・年齢別の人口を
推計し、この作業を繰り返すことによって、さらに将来の都
市の人口を推計していく方法です。
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住民説明会を開催します
　相模原市、津久井町、相模湖町の各市町が主催する住民説明会を開
催します。詳しい内容につきましては、各市町の合併担当課へお問合
せください。

場　所日　時

老人福祉センター午後７時から２月２３日（水）

相模湖交流センター午後７時から２月２４日（木）

相模湖町【合併推進課　1０４２６－８４－３２１１】

場　所日　時

小原集会所午後７時から２月２５日（金）

千木良公民館午後７時から２月２６日（土）

場　所日　時

鳥屋地域センター午後７時３０分から２月２１日（月）

青野原中学校体育館
ミーティングルーム午後７時３０分から２月２４日（木）

青根公民館午後７時３０分から２月２５日（金）

津久井町【合併対策室　1０４２－７８４－１１４１】

場　所日　時

中央地域センター午後７時３０分から２月２６日（土）

文化福祉会館午後２時から　　２月２７日（日）

串川地域センター午後７時３０分から２月２８日（月）

保健センター２階午後７時３０分から３月１日（火）

場　所日　時

大 沢 公 民 館午後２時から

２月１９日（土）
橋 本 公 民 館午後２時から

上 溝 公 民 館午後７時から

相 原 公 民 館午後７時から

大野南公民館午後２時から

２月２０日（日）
大 沼 公 民 館午後２時から

大野中公民館午後７時から

相模台公民館午後７時から

小 山 公 民 館午後７時から
２月２１日（月）

星が丘公民館午後７時から

田 名 公 民 館午後７時から
２月２２日（火）

大野北公民館午後７時から

相模原市【広域行政推進課　1０４２－７６９－８２０６】

場　所日　時

清 新 公 民 館午後７時から
２月２３日（水）

中 央 公 民 館午後７時から

横 山 公 民 館午後７時から
２月２４日（木）

光が丘公民館午後７時から

大野台公民館午後７時から
２月２５日（金）

陽光台公民館午後７時から

新 磯 公 民 館午後２時から

２月２６日（土） 相武台公民館午後７時から

麻 溝 公 民 館午後７時から

上鶴間公民館午後２時から
２月２７日（日）

東 林 公 民 館午後７時から

　 　 　 新市まちづくり計画 　 　 　

計画案の配布、意見募集について
　上記のまちづくり計画（案）に対して住民の皆様から広くご意見
を募集します。計画案の全文は下記で配布していますので、ご意見
をお寄せ下さい。
配布場所　＜相模原市＞　合併協議会事務局（広域行政推進課）、

行政資料コーナー、各出張所・公民館
　　　　　＜津久井町＞　合併対策室、町政情報コーナー、串川支

所、鳥屋支所、青野原支所、青根支所、生
涯学習センター、文化福祉会館、串川ひが
し会館

　　　　　＜相模湖町＞　合併推進課、桂北公民館、千木良公民館、
さがみ湖リフレッシュセンター、相模湖交
流センター

募集期間　２月１８日（金）から３月９日（水）まで（必着）
記載事項　①該当する個所（計画案のどの部分についてのご意見か

わかるように、見出し、ページ数、行数などを明記して
ください。）

　　　　　②ご意見とその理由
　　　　　③住所、氏名、電話番号
意見提出方法　直接持参、郵送、ファックス、Ｅメールで相模原市・

津久井町・相模湖町合併協議会事務局へ（〒２２９－００３６
相模原市富士見６－６－２３　けやき会館３階　6０４２－
７６８－４０６６、Ｅメール kouiki-１４@city.sagamihara. 
kanagawa.jp）

　　　　　　　なお、直接持参される場合は、各町の合併担当課（津
久井町合併対策室、相模湖町合併推進課）でも受け付
けます。

※提出書面の様式は問いませんが、口頭や電話でのご意見はご遠慮ください。
　いただいたご意見に対する個別の回答はいたしません。また、住
　所、氏名等の個人情報を除き、公開させていただくことがあります。


